







































































は せ が わ
谷川伸
のぶゆき
之1)、飯島　善之1)、林　　堅二2)、青木　秀和2)、
田崎洋太郎2)、木多　秀彰2)
栃木県北部は、市街地のほかに山岳地帯や田園地域が広がり、広大な地域に約
26万人が暮らしている。那須赤十字病院は宇都宮市以北唯一の三次医療機関で
あり、ドクターカーシステムを導入している。一方、栃木県ドクターヘリは県
南地域にある大学病院で運営され、協働して病院前救護活動を行うこともある。
【目的】ドクターカー(DC)・ドクターヘリ(DH)同時要請の効果について報告する。
【対象】2009年10月1日から2016年3月31日までのDC要請849件中、DC・DH同時
要請の22件である。
【方法】検討項目は、1.要請タイミング、2.同時要請の理由、3.DC・DHによる
活動内容、4.傷病者の重症度、5.搬送方法と効果とし、同時要請の効果について
検討した。
【結果】1.指令課要請15件、現着前要請3件、現着後要請4件。2.遠距離かつ重症
度を考慮10件、天候を考慮7件、日没のため2件、院内対応不可のため2件、複
数傷病者のため1件。3.先着したいづれかのチームが傷病者の病態により、気管
挿管、胸腔ドレナージ、静脈路確保、薬剤投与などを行い、状態の安定化を図っ
た。4.重症10件、中等症7件、軽症3件、死亡2件。5.DCによる搬送8件、DHによ
る搬送12件、救急車による搬送1件、不搬送1件。DCとDHそれぞれの弱点をカ
バーし機動力を発揮することで、早期医療介入し傷病者の状態安定化に寄与す
ることができた。
【考察・結語】DC・DHは共に病院前で傷病者の状態に合わせた医療行為を行う
ことが可能である。DHは遠距離搬送や搬送時間の短縮には有利であるが、天
候に左右され日没の制限がある。一方、DCはその心配はなく小回りが利く反面、
移動や搬送に時間がかかる。同時要請はそれぞれの欠点をカバーし利点を生か
すのに有利である。特に、医療機関から遠方での重症傷病者において、病院前
救護活動に効果的であると考えられた。
O-10-35
赤十字病院の連携によるJMECC(日本内科学会内科救急
講習会)連携開催の報告
諏訪赤十字病院　救急部1)、武蔵野赤十字病院　臨床検査部2)、
長野赤十字病院　不整脈診療科3)
○酒
さ か い
井　龍
りゅういち
一1)、羽田　俊彦2)、臼井　達也3)
背景）JMECC（日本の救急医療教育コース）は日本内科学会の救急委員会の
ワーキンググループにより、日常臨床で遭遇する予期しない急変に対応する
臨床能力を学習する目的で作成された教育プログラムであり、実践的な心肺
蘇生法と治療法を学ぶための医療教育の1日コースをある。日本の医学教育
では、臓器別専門化の不均衡な成長は、内科医師の救急医療実践能力の低下
を起こしてきた。 2009年より、日本内科学会総合内科専門医と日本救急医学
会専門医による指導下にJMECCは医師の救急医療教育の普及を続けている。
2017年4月から始まる新しい専門制度においては、日本内科学会基幹病院は、
JMECCを自己開催し、内科専攻医に教育の場を提供することが義務付けられ
た。この流れを受けて、名古屋地方では名古屋第一病院が先進的な舵取りを
とった。名古屋第二赤十字病院と協力して愛知県の4つの大学病院と協力して、
JMECC自己開催の連携を成功させた。
目的）東日本の3つの赤十字病院でのJMECC自己開催の連携が目的である。 
方法）武蔵野赤十字病院、諏訪赤十字病院、長野赤十字病院でのJMECC自己
開催を連携する。
結果）2015年10月17日に武蔵野赤十字病院で、2016年1月31日に諏訪赤十字病
院で、2016年5月29日に長野赤十字病院で、JMECCを連携して開催し、救急
医療教育を相補的に実践した。
結論）JMECCは今後、赤十字病院同士の連携あるいは赤十字病院の垣根を越
えた連携にて自己開催が検討されるであろう。更に、独自の施設の教育によっ
てJMECCインストラクターとディレクターを養成し、訓練することで、救急
医療、教育の質を向上させるであろう。
O-10-34
当院・当地域で糖尿病地域共通病診連携パスが普及しな
い理由
松江赤十字病院　糖尿病・内分泌内科
○佐
さ と う
藤　利
としあき
昭、垣羽　寿昭、山本　公美、山本　悦孝、吉岡かおり
【目的】松江地域では平成21年から、当院が中心となって地域共通連携パスの
作成を進め、平成22年から教育入院紹介患者を対象とした1ヵ年の試験運用を
経て、23年から逆紹介患者に対象を拡げたが、運用率は伸びていない。糖尿
病地域連携パスが普及しない原因について検討する。
【方法】平成22年からの5ヵ年間、当科から逆紹介となった糖尿病患者1221名
について連携パスの運用状況について検討した。22年の試験運用期間につい
ては、教育入院実施5病院の運用状況についても検討した。
【結果】逆紹介糖尿病患者1221名中循環型逆紹介は596名で、内連携パス使用
者は81名（13.6%）であった。連携パスでは当科を半年毎に受診することにな
るが、30名（37.0%）は、1年以内に血糖コントロールがHbA1c＞7.5 %となり
当科外来の受診間隔を狭めて再指導を行うことになったパス逸脱者であった。
試験運用期間での5病院の運用状況は当院22名、その他4病院では2病院が0名、
2病院が1名であった。5年間の調査でもその他4病院での運用は極めて低調で
あった。
【考察】総ての逆紹介患者を連携パスに乗せれば、当院外来の許容人数を容
易に超えてしまう。そのため、当科では境界型および血糖コントロール良好
（HbA1c＜7.0%）で糖尿病合併症を認めない食事療法単独患者は、当初から一
方向型逆紹介とし、 コントロール良好経口剤治療患者でも逆紹介後1年間良好
なコントロールが続いている患者も開業医に一本化している。そのため連携パ
ス対象は非常に限定されることになった。コントロールが悪化した患者は、改
善されるまで当科外来に戻すため、不安定な患者はパスに乗せても、直ぐ逸脱
してしまっていた。圏域全体で考えた場合、元来病診連携を行っていない病院
ではニーズ自体がなく、連携パスが使用されない現状が明らかとなった。
O-10-33
認知症の病診連携
～岡山市認知症疾患医療センターとしての取組み～
岡山赤十字病院　精神神経科1)、岡山赤十字病院　医療社会事業課2)、
岡山赤十字病院　看護部3)、岡山赤十字病院　精神神経科（臨床心理士）4)、
岡山赤十字病院　会計課5)、岡山赤十字病院　院長6)
○中
なかしま
島　　誠
まこと
1)、内藤　絵里2)、中村　朋美2)、井並美智子3)、
手嶋　幸恵3)、東郷　和美4)、舌崎沙絵子4)、神原　宏美5)、
忠田　正樹6)
　岡山赤十字病院は平成24年10月に岡山市より岡山市認知症疾患医療セン
ター(以下、センター)に指定され、現在までその活動を継続している。セン
ターの役割は、認知症専門医療の提供と介護サービス事業者との連携を担う
ことであり、その中で病診連携は欠かせない事項と認識している。センター
事業としての認知症に関する講演活動などを通して医師会に働きかけ、その
存在を認知して貰い、紹介があれば、診断や治療方針を可能な限り明確にして、
紹介元で治療を受けられるようにするなど行っている。月に1回、市内各ふれ
あいセンターで当センターと岡山市ふれあい公社が共催している物忘れ相談
会では市民の物忘れに関する悩みを聞き、精査が必要であるなら病院受診を
勧めるが、そこでもかかりつけ医に対して依頼文を書き、連携に努めている。
これらの活動が徐々に功を奏し、市内医師会会員におけるセンターの認識が
少しずつ上がり、平成26年度の当センター紹介施設は147施設、平成27年度は
193施設に増加していた。また、紹介患者数も平成26年度は276名、平成27年
度は396名に増加していた。その転帰として、紹介元に治療を依頼したのは全
体の84％であり、すべてではなかった。その原因の多くは、レビー小体型認
知症あるいは認知症を伴うパーキンソン病の治療の難しさにあり、今後は、
この点を考慮した講演活動などを行って、逆紹介率をさらに高めていくこと
を考えている。
